





















































































































1 （600） 500 （100） （700） 400 300 （900） 700 200
2 600 （400） （200） 800 （500） 300 900 （800） 100
3 800 700 （100） （600） 200 （400） 900 600 （300）
4 （700） 400 300 600 （500） （100） （700） 900 -200
5 700 （400） 300 800 （600） 200 （800） 900 （-100）




























































































































































































































































































































































































































































































































は，資本金 a/c 一つだけ，あるいは資本金 a/c とその
評価勘定である引出金 a/c の二つが用いられた。そし
て，期末決算手続の最後に，損益 a/c で産出された当




















































る。もし資本金 a/c の評価勘定として引出金 a/c が用
いられている場合は，期末元入資本総額は，決算整理
の一環として引出金 a/c の借方残高が引出金 a/c から
資本金 a/c へ振替えられた直後の資本金 a/c の貸方残
資　本　金
日　　付 摘　　要 借　　方 貸　　方 残　　高
1／1 前　期　繰　越 10,000 10,000
5／1 現金（資本元入） 2,000 12,000
9／1 現金（資本引出） 1,000 11,000
12／31 損　　　　益 3,000 14,000
〃 次　期　繰　越 14,000
15,000 15,000
1／1 前　期　繰　越 14,000 14,000
貸借対照表
12月31日
諸　資　産 30,000 諸　負　債 16,000
資　本　金 11,000
当期純利益 3,000
30,000 30,000
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高として示される。したがって，資本金勘定口座にお
いて期末元入資本総額は，引出金 a/c の利用の有無に
かかわらず，帳簿決算による損益勘定からの当期純損
益の振替の直前における資本金勘定口座の貸方残高と
して記入される，ということもできる。
そして，貸借対照表の貸方の最後に，期末元入資本
総額として「資本金」が，期間利益として「当期純利
益」がそれぞれ記載される。このように，伝統的な簿
記教育に登場する個人企業を前提とした単純な資本構
成にもとづく貸借対照表においてこそ，財産法による
期間損益計算の姿・形が明快・明瞭に示されていたわ
けである。
しかし，2019年度から実施される日商商業簿記3級
の試験あるいは教材においては，個人企業を前提とし
た簿記処理の説明・解説は廃止され，最初から株式会
社を前提とした簿記処理が教えられるように変わっ
た。その教育方針自体には，払込資本と留保利益の区
別の重視など，大きな長所・利点も伴っているが，見
逃せない欠点としては，貸借対照表における当期純利
益の記載が教材の例示から消滅したことである。この
弊害については，また別稿で詳しく論じたいと思う
が，とにかく，現在の会社法会計および金融商品取引
法会計における貸借対照表においては，当期純利益の
表示が消え，そして貸借対照表にもとづく期末元入資
本の計算も不可能となったのである。
株式会社における現在の計算書類あるいは財務諸表
の制度を前提として，現代における財産法の意義を考
えると，財産法の応用式・一般式における期末元入純
資産の計算は，株主資本等変動計算書に記載されてい
る数値によって可能である。株主資本等変動計算書に
おいては，すべての純資産項目の当期首残高がまず表
示されていて，さらに総額または純額によって各項目
の当期変動額が記載され，最終的に各項目の当期末残
高が表示される。したがって，期末元入純資産は，個
別財務諸表を前提に考えれば，次のように算出でき
る。
期末元入純資産総額＝すべての純資産項目の当期首残
高の総額
＋当期純利益以外のすべての当期変動額
＝繰越利益剰余金以外のすべての純資産項目の当期
末残高の総額
＋繰越利益剰余金の当期首残高
＋当期純利益以外の繰越利益剰余金の当期変動額
株式会社の貸借対照表においては，現在もはや当期
純利益の記載・表示は行なわれていない。そして，貸
借対照表の純資産の部において，期末元入純資産の額
を計算することはできない。あえて期末元入純資産を
貸借対照表上の数字を手掛かりとして計算しようとす
るならば，純資産総額から損益計算書および株主資本
等変動計算書に記載されている当期純利益を差し引い
て求めるしかない。しかし，そのような計算は，回り
くどいものであり，要するに，財産法の計算と貸借対
照表という計算書・財務表との直接的な関係・接続
は，もはや断絶してしまった，と言わざるを得ない。
現在の株式会社の計算書類および財務諸表の制度に
おいては，損益計算書⇒株主資本等変動計算書⇒貸借
対照表という3種類の計算書・財務諸表の間における
連係関係が重要である。個別財務諸表を前提にする
と，損益計算書で算出された当期純利益は，株主資本
等変動計算書にも計上されて繰越利益剰余金の増加項
目として，繰越利益剰余金の当期末残高の計算に反映
される。すなわち，当期純利益は，損益計算書と株主
資本等変動計算書とを連係する項目となっている。
そして，株主資本等変動計算書で算出された繰越利
益剰余金の当期末残高は，貸借対照表の純資産の部
（株主資本⇒利益剰余金⇒その他利益剰余金）に計上
される。したがって，貸借対照表自体においては，繰
越利益剰余金（の当期末残高）は計上されても，当期
純利益の記載・表示は行なわれないのである。
現在の制度においては，期間利益による繋がり・結
びつきという意味での損益計算書と貸借対照表の直接
的な連係・接続関係は切断されてしまっている。期間
利益で直接的につながっているのは，損益計算書と株
主資本等変動計算書との間であり，損益計算書と貸借
対照表とは，株主資本等変動計算書を経由・仲介して
結びついているに過ぎないのである。
以上考察したように，現在の株式会社の貸借対照表
は，期末元入純資産や当期純利益（期間利益）の計
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算・表示の機能・能力を失っている。そこで財産法の
現代的な意義を考えると，日本における現在の株式会
社の制度会計では，期末元入純資産の計算が可能とな
る財務表は，株主資本等変動計算書である，というこ
とに気付かされる。もちろん，現行の株主資本等変動
計算書では現実には，期末元入純資産の金額の記載は
行なわれていない。しかし，株主資本等変動計算書上
で理論的に，財産法上の期末元入純資産が計算可能で
あるということは，財務会計において見逃すべきでは
ない論点である，と筆者には思われる。
おわりに
本稿ではまず初めに，会計等式に関する作問・出題
としてスタンダードな計算問題の作成方法や解法につ
いて検討した。そこでは，そのような計算問題の作成
方法と解法における基本的なルールを示し，また設問
として最大54種類の選択肢が存在することなどを明ら
かにした。
それから，筆者のいう財産法等式について，まず財
産法等式の基本式と，財産法等式の応用式ないし一般
式との区別を示したうえで，基本式の分析，そして応
用式の検討を行なった。そして，財産法の応用式の分
析における中心概念である期末元入資本（期末当在資
本）の検討の結果として，現在の日本における財務諸
表あるいは計算書類の制度において財産法の一般式の
現代的意義を考えるならば，株主資本等変動計算書に
おいて期末元入資本あるいは期末元入純資産の計算が
可能であるということが非常に重要な論点であること
を，明らかにした。
ただ，本稿で示した会計等式の分析は，考えられる
べき検討課題のほんの一部に過ぎないであろう。たと
えば，今後に残された多くの検討課題の一部として，
次のような問題点があるだろう。
1 　簿記書における，会計等式の説明・解説の順序
は，現状の形でよろしいのか。
2 　現在の簿記書で通常示される会計等式以外に，簿
記学習者に示されるべき他の基本的な計算式は存在
しないのか。
3 　英米の簿記書・会計書における会計等式の説明
は，どのようなものであり，日本の簿記教育におけ
る会計等式の解説に示唆を与えるものなのか。
筆者が現在やり残していると意識する検討課題とし
て，すぐ思いつくものだけでも，以上のものがある。
これらの検討課題についても，いずれ何らかの形で論
文をまとめたいと考えているが，他日を期して，とり
あえず本稿は閉じたい。
（本稿は，平成30（2018）年度における専修大学会
計学研究所の共同研究（スタディ・グループ）の成果
の一部をまとめたものである。）
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